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周南市監査委員  久 行 竜 二 

周南市監査委員  友 田 秀 明 

 

 

財政援助団体等監査の結果について 

 

令和５年７月２０日付け周財第９９号にて周南市長から要求のありました財政援助団体

等監査について、監査対象団体のうち下記の５団体に関して、地方自治法（昭和２２年法

律第６７号）第１９９条第７項の規定に基づく監査を実施し、同条第９項の規定に基づく

監査の結果に関する報告を次のとおり決定しましたので、公表します。 

 

 

記 

  

 １ 公益財団法人周南市ふるさと振興財団 

 ２ 社会福祉法人周南市社会福祉事業団 

 ３ 公立大学法人周南公立大学 

 ４ 公益財団法人周南市スポーツ協会 

 ５ 社会福祉法人周南市社会福祉協議会 
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監査結果報告書 

１ 監査の種類  

地方自治法第１９９条第７項の規定に基づく周南市長からの要求による財政援助団体

等監査 

 

２ 監査要求の内容 

令和５年１０月２０日付け周監査第１４５号の「監査結果報告書」にて報告したとお

りである。 

 

３ 監査対象団体と監査委員の監査権限 

令和５年１０月２０日付け周監査第１４５号の「監査結果報告書」にて報告したとお

りである。 

 

４ 監査の実施方針 

令和５年１０月２０日付け周監査第１４５号の「監査結果報告書」にて報告したとお

りである。 

 

５ 監査の対象 

 ⑴ 対象団体 

令和５年１０月２０日付け周監査第１４５号の「監査結果報告書」にて報告したと

おり、市長からの要求により実施する財政援助団体等監査のうち、第２段階の出納事

務監査については、監査対象団体毎に個別に実施することとしたところであり、今回

監査対象とした３団体については、次表のとおりである。 

 

 

⑵ 対象事務 

出納その他の事務 

 

⑶ 対象事業年度 

令和４事業年度（令和４年４月１日から令和５年３月３１日まで） 

 

財政的援助 出資 指定管理

地域振興部
地域づくり推進課

こども・福祉部
高齢者支援課

企画部
企画課

ʷ ○社会福祉法人周南市社会福祉事業団

所管部局

2

○ ○ ʷ公立大学法人周南公立大学

番号

3

団  体  名

1 公益財団法人周南市ふるさと振興財団

ʷ

監査委員の監査権限

○ ○ ○
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６ 監査の実施期間 

  令和５年１２月４日から令和６年３月１９日まで 

 

７ 監査の実施内容 

監査に当たっては、周南市監査委員監査基準に従い、各対象団体の事業が財政援助等

の目的に沿って適切に運営されているか、会計経理等が適正に行われているかを主眼と

し、対象事業年度の事業計画、事業報告、財務諸表、関係諸帳簿、証憑書類等の提出を

求め、照合による計数の符合確認等のほか、抽出による検査又は精査を行うとともに、

関係職員から説明を聴取するなどの方法により実施した。 

 

８ 監査の主な着眼点と監査の結果 

今回、監査を実施した３団体における監査の主な着眼点と監査の結果については、次

のとおりである。 
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【公益財団法人周南市ふるさと振興財団】 

 

１ 公益財団法人周南市ふるさと振興財団（以下「ふるさと振興財団」という。）の概要 

⑴ 設立年月日 

平成４年８月２５日 

 

⑵ 設立目的（定款第３条） 

市民自らが行う地域づくり活動の振興を図るため、調査、研究及び実践活動への支

援、人材育成等を通して活力のある個性豊かなふるさとづくりに寄与することを目的

とする。 

 

⑶ 主たる事務所の所在地（定款第２条） 

 山口県周南市徳山港町１番１号 

 

⑷ 組織（令和５年３月３１日現在） 

理事 １０人（理事長 １人（周南市長）、副理事長 １人 常務理事 １人）、監

事 ２人、評議員 ８人、職員 １４人（事務局長（常務理事兼務）を含む。） 

 

⑸ 事業年度（定款第８条） 

毎年４月１日から翌年３月３１日まで 

 

⑹ 事業（定款第４条） 

① ふるさとづくりに関する調査、研究及び資料の収集 

② ふるさとづくり実践集団及びグループ活動の育成と支援 

③ ふるさとづくりに関する人材育成 

④ 会報等の発行による普及、啓発 

⑤ コミュニティ振興を目的とする施設の管理運営 

⑥ その他目的を達成するために必要な事業 

 

⑺ 令和４事業年度の事業の概要 

  ① 支える ～地域運営を行う組織の基盤づくり～ 

   ア コミュニティ活動／市民活動のコーディネート事業 

   イ 人材育成・団体力強化事業 

   ウ コミュニティ活動／市民活動への助成事業 

  ② つなぐ ～市民活動参加と協働への基盤づくり～ 

   ア ネットワーク形成・協働推進事業 

   イ 寄付とボランティアへの参加促進事業 

   ウ 自然体験を通じた子どもたちへの健全育成の支援事業 

  ③ 伝える ～ふるさとづくり情報を知る機会づくり～ 

   ア ふるさとづくりに関わる情報発信事業 
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２ 本市からの財政援助等 

⑴ 出捐 

  本市は、ふるさと振興財団の設立に際して、基本財産 300,000,000 円を全額出捐し

ている。 

 

⑵ 補助金等 

令和４年度においては、周南市ふるさと振興財団運営費補助金として 35,872,271 円

を支出している。 

 

 ⑶ 公の施設の指定管理 

令和４年度においては、公の施設の指定管理者として大田原自然の家の指定管理料

36,149,000 円を支出している。 

 

３ 監査の主な着眼点 

監査の実施に際し、前回の監査結果等を参考にリスク評価を行い設定した主な着眼点 

は、次のとおりである。 

⑴ ふるさと振興財団関係 

① 共通的事項 

ア 定款並びに経理規程等諸規程は整備されているか。また、それら諸規程に基づ

いた事務が執行されているか。  

イ 事業計画書、予算書及び決算諸表等と主管部局へ提出した補助金等の交付申請

書、実績報告書等は符合するか。 

  ② 支出事務 

ア 出納関係帳票の整備及び記帳は適正になされているか。また、領収書等の証拠

書類の整備及び保存は適切か。     

イ 予算流用、予備費充用等も含めた会計経理及び財産管理は適切か。 

  ③ 契約事務 

ア  経済性・効率性・透明性の観点から適切な契約事務が行われているか。特に随

意契約についての契約事務は適正か。 

  ④ 指定管理事務 

   ア 協定等に基づく義務の履行は適切に行われているか。 

 

 ⑵ 主管課（地域振興部地域づくり推進課及び教育部生涯学習課）関係 

  ① 共通的事項 

   ア 補助金等交付団体への指導監督は適切に行われているか。 

② 指定管理事務 

   ア 管理に関する協定等の締結は適正に行われているか。 

   イ 指定管理者に対して適時かつ適正に報告を求め、調査し、又は指示を行ってい 

るか。 
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４ 監査の結果 

上記のとおり監査した限りにおいて、監査の対象としたふるさと振興財団の財政的援

助等に係る出納その他の事務及び主管課の財務事務は、財政的援助等の目的に沿って行

われており、おおむね適正に処理されていた。 

なお、軽微な事項については、監査結果の講評の際に、文書で指導した。 
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【社会福祉法人周南市社会福祉事業団】 

 

１ 社会福祉法人周南市社会福祉事業団（以下「社会福祉事業団」という。）の概要 

⑴ 設立年月日 

昭和４９年５月８日 

 

⑵ 設立目的（定款第１条） 

多様な福祉サービスがその利用者の意向を尊重して総合的に提供されるよう創意工

夫することにより、利用者が、個人の尊厳を保持しつつ、自立した生活を地域社会に

おいて営むことができるよう支援することを目的とする。 

 

⑶ 主たる事務所の所在地（定款第４条） 

山口県周南市瀬戸見町１２番３０号 

 

 ⑷ 組織（令和５年３月３１日現在） 

役員 ８人（理事長、常務理事、理事 ４人、監事 ２人）、評議員 ７人、職員 

８２人、臨時職員 ６０人 

 

 ⑸ 事業年度（定款第３５条） 

  毎年４月１日から翌年３月３１日まで 

 

 ⑹ 事業（定款第１条及び第３８条） 

① 第１種社会福祉事業 

ア 特別養護老人ホームの経営 

イ 軽費老人ホームの経営 

② 第２種社会福祉事業 

ア 老人デイサービスセンターの経営 

イ 短期入所生活介護事業の経営 

③ 公益事業  

ア 居宅介護支援事業 

イ 地域包括支援センター 
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 ⑺ 令和４事業年度の事業（公の施設の指定管理に係るもの）の概要 

 

   施設名 
 

周南市軽費老人ホーム 
きずな苑 

周南市須金老人 
デイサービスセンター 

周南市大津島老人 
デイサービスセンター 

施
設
等
の
概
要 

所 在 地 速玉町 3番 16 号 須万 2488 番地 大津島 221 番地 

事業開始 昭和 57年 9 月 平成 6年 5月 平成 7 年 5 月 

利用対象 

 60 歳以上（夫婦の場合

は、いずれかが 60 歳以

上であれば可）の健康で

身のまわりのことが自分

ででき、毎月の利用者負

担金を納めることができ

る者 

 市内に居住する 65 歳以上の方（第 1号被保険者）

及び 40 歳以上 65 歳未満の医療保険加入者（第 2号

被保険者）であり、要介護状態又は要支援状態にあ

る方並びに 65 歳以上の要援護高齢者及び要援護状態

となるおそれのある高齢者 

利用状況 

○令和 4事業年度 

[定員 50 人（個室 40

室 夫婦室 5室）] 

・充足率 

 64.6％（32.3 人/日） 

○令和 5年 3月 31 日現

在 

・入所者数 35 人 

単身者 29 人 

夫婦組 3組（6人） 

○令和 4事業年度 

・延利用者数 1,006 人 

[定員 15 人/日] 

・充足率 

 29.3％（4.4 人/日） 

○令和 5年 3 月期 

・実利用者数 17 人 

・延利用者数  94 人 

○令和 4事業年度 

・延利用者数 1,307 人 

[定員 15 人/日] 

・充足率 

 37.3％（5.6 人/日） 

○令和 5年 3 月期 

・実利用者数 17 人 

・延利用者数 129 人 

指定管理指定
期間 
（当初指定） 

令和 4年度～令和 6年度 令和 4年度 令和 4 年度 

（平成 18年 4月 1 日） 

 

２ 本市からの財政援助等 

⑴ 公の施設の指定管理 

 監査対象とした公の施設について、令和４年度は、軽費老人ホームきずな苑 

74,350,952 円、須金老人デイサービスセンター27,908,000 円及び大津島老人デイサ

ービスセンター28,199,000 円の指定管理料を支出している。 

 

⑵ 出資 

 本市は、社会福祉事業団の設立に際して、基本金 3,000,000 円を出資している。 

 

⑶ その他 

令和４年度においては、歳入について、特別養護老人ホームつづみ園用地貸付料と

して 1,512,000 円を、軽費老人ホームきずな苑の利用者負担金（事務費徴収分）とし

て 6,838,200 円を収入している。 

また、歳出については、つづみ園地域包括支援センター運営費委託料として

28,212,000 円を支出している。 

施設の概要 
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３ 監査の主な着眼点 

監査の実施に際し、前回の監査結果等を参考にリスク評価を行い設定した主な着眼点 

は、次のとおりである。 

 ⑴ 社会福祉事業団関係 

① 収入事務 

 ア 利用料金制を採用している場合、利用料金の収納は適正に行われているか。 

② 支出事務 

 ア 公の施設の管理に係る収支会計経理は適正になされているか。 

③ 契約事務 

ア 公の施設の管理に係る出納関係帳票等の整備及び記帳は適正になされているか。

また、領収書等の証拠書類の整備及び保存は適切か。 

  ④ 財産管理事務 

ア 協定書等により貸与された物品の管理及び処分は適正になされているか。 

⑤ 指定管理事務 

ア 協定等の内容に反する第三者への委託を行っていないか。 

イ 事業報告書は適正に作成されているか。（管理業務の実施状況及び利用状況、

料金収入の実績や管理経費の収支状況等） 

ウ 個人情報の保護に関して必要な措置を講じているか。 

エ 公の施設の管理に係る管理規程、経理規程、情報セキュリティ規程等の諸規程

は、整備されているか。また、それら諸規程に基づいた事務が執行されているか。    

 

⑵ 主管課（こども・福祉部高齢者支援課）関係 

① 収入事務 

ア 調定の時期及び手続は適正か。 

イ 収納金は適正に保管されているか。また、私金と混同してないか。 

② 指定管理事務 

ア 利用料金制を採用している場合、条例に規定されているか。 

イ 管理する施設及び設備等の維持管理の範囲及び仕様、業務の内容は明確になっ

ているか。 

ウ 個人情報の保護に関して必要な措置を講じているか。 

エ 協定書等には、備品の取扱いに関する事項は適切に記載されているか。 

オ 指定管理者に対して適時かつ適切に当該業務又は経理の状況に関し報告を求め、

調査し、又は指示を行っているか。   
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４ 監査の結果 

上記のとおり監査した限りにおいて、監査対象とした社会福祉事業団の公の施設の指

定管理に係る出納その他の事務及び主管課の公の施設の指定管理に関する財務事務は、

次に述べる事項を除きおおむね適正に処理されていた。 

なお、指摘事項の詳細にわたる部分や軽微な事項については、監査結果の講評の際に、

文書で指導した。 

 

（指摘事項） 

⑴ 社会福祉事業団関係 

① 指定管理事務について 

ア 軽費老人ホームきずな苑及び大津島老人デイサービスセンターの事業報告書の

管理に係る収支状況において、計上数値の一部に誤りがあった。 

イ 管理業務や個人情報取扱業務について、市の書面よる承諾が得られていないに

もかかわらず第三者へ委託されているものがあった。 

  

 ⑵ 主管課関係 

① 指定管理事務について 

ア 軽費老人ホームきずな苑及び大津島老人デイサービスセンターの事業報告書の

管理に係る収支状況について、基本協定書や社会福祉事業団の決算書との確認が

適切に行われていなかった。 

イ 管理業務や個人情報取扱業務について、社会福祉事業団が第三者へ委託してい

るものがあるにもかかわらず、適切な手続きをとるよう指導されていなかった。 

ウ 軽費老人ホームきずな苑の各居室の電気料金について、当該施設の設置条例等

で指定管理者の収入とすることのできる利用者負担金と規定されていないにもか

かわらず、指定管理業務仕様書等で社会福祉事業団の収入とされていた。 

 

  



10 

 

【公立大学法人周南公立大学】 

 

１ 公立大学法人周南公立大学（以下「周南公立大学」という。）の概要 

⑴ 設立年月日 

令和４年４月１日 

 

⑵ 設立目的（定款第１条） 

周南地域における知の拠点として、公正な社会観と正しい倫理観の確立を基にした

「知・徳・体」一体の全人教育を通して総合的かつ専門的な知識、学術を教授研究し、

世界的視野と広く豊かな教養を有し、地域に新たな価値を創造する人材を育成すると

ともに、地域との連携を深め、地域の政策課題の解決や活力豊かなまちづくりの実現

に寄与するなどその教育研究成果を広く社会に還元することで、地域社会及び産業の

持続的な振興、発展に貢献することを目的とする。 

 

⑶ 事務所の所在地 

 山口県周南市学園台８４３番地の４の２番地 

 

⑷ 組織 

 ① 役員の状況（令和５年３月３１日現在） 

    理事長兼学長 １人、副理事長 １人、理事兼副学長 １人、理事兼事務局長  

1 人、理事 ２人、監事 ２人 

  ② 教職員の状況（令和４年５月１日現在） 

   ア 常勤職員 

教授 ２３人、准教授 １８人、講師 ８人、事務職員 ３７人 

   イ 非常勤職員 

    非常勤講師 ７１人、非常勤職員 １３人 

 

⑸ 事業年度（地方独立行政法人法（平成１５年法律第１１８号）第３３条） 

毎年４月１日から翌年３月３１日まで 

 

⑹ 業務（定款第２５条） 

  ① 大学を設置し、これを運営すること。 

  ② 学生に対し、修学、進路選択及び心身の健康等に関する相談その他の援助を行 

うこと。 

③ 本学以外からの委託を受け、又はこれと共同して行う研究の実施その他の本学以 

外の者との連携による教育研究活動を行うこと。 

④ 公開講座の開設その他の学生以外の者に対する学習の機会の提供をすること。 

⑤ 大学における教育研究の成果を普及し、及びその活用を促進すること。 

⑥ 前各号に掲げる業務に附帯する業務を行うこと。 
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 ⑺ 学生数の状況（令和４年５月１日現在） 

 

学  部 学  科 入 学 定 員 収 容 定 員 在籍学生数 

経済学部 
現代経済学科 80 人  320 人  277 人  

ビジネス戦略学科 150 人  600 人  655 人  

福祉情報学部 人間コミュニケーション学科 50 人  200 人  139 人  

合     計 280 人  1,120 人  1,071 人  

 

２ 本市からの財政援助等 

⑴ 出資 

  本市は、周南公立大学の設立に際して、出資財産として土地 2,423,806,000 円及び

建物 1,471,742,000 円を現物出資している。 

 

⑵ 補助金等 

令和４年度においては、周南公立大学施設整備費補助金 189,976,345 円、周南公立

大学運営費交付金223,411,000円及び周南公立大学授業料等減免費交付金61,599,800

円を支出している。 

 

３ 監査の主な着眼点 

監査の実施に際し、設定した主な着眼点は、次のとおりである。 

 ⑴ 周南公立大学関係 

① 共通的事項 

ア 定款及び経理規程等諸規程は整備されているか。また、それら諸規程に基づい

た事務が執行されているか。  

イ 事業計画書、予算書及び決算諸表等と主管部局へ提出した補助金等の交付申請

書、実績報告書等は符合するか。 

② 収入事務 

ア 受益者負担は適切か。 

イ 補助金等に係る収支の会計経理は適正か。 

  ③ 支出事務 

ア 出納関係帳票の整備及び記帳は適正になされているか。また、領収書等の証拠

書類の整備及び保存は適切か。 

イ 団体の内部統制体制は適切に整備され、運用されているか。 

  ④ 契約事務 

ア  外注（委託）契約書、会計監査契約書などの契約書類は適正に作成されている

か。 

イ  経済性・効率性・透明性の観点から適切な契約事務が行われているか。特に随

意契約についての契約事務は適切か。 
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  ⑤ 財産管理事務 

ア  固定資産は固定資産台帳に正しく記録されているか。 

イ 会計経理及び財産管理は適切か。また、活用されていない財産等はないか。 

 

 ⑵ 主管課（企画部企画課）関係 

  ① 支出事務 

ア 補助金等の精算報告書の内容について、必要に応じて領収書等証拠書類との突 

合を行うなどの十分な確認がなされているか。 

  ② 財産管理事務 

   ア 出資による権利は財産台帳に登録され、決算書類に適正に表示されているか。 

 

４ 監査の結果 

上記のとおり監査した限りにおいて、監査の対象とした周南公立大学の財政的援助等

に係る出納その他の事務及び主管課の財務事務は、財政的援助等の目的に沿って行われ

ており、次に述べる事項を除き、おおむね適正に処理されていた。 

なお、指摘事項の詳細にわたる部分や軽微な事項については、監査結果の講評の際に、

文書で指導した。 

 

（指摘事項） 

⑴ 周南公立大学関係 

  ア 周南公立大学会計事務取扱規程において、事務の取り扱いを委任している要綱が 

制定されておらず、また同規程で定められている様式が使用されていなかった。 

  イ 役員が一部を負担すべき損害賠償責任保険料について、負担を求めていなかった。 

  ウ 周南公立大学契約事務取扱規程に定められた検査調書が作成されていないものが 

あった。 

  エ 随意契約において、適切な見積合わせが行われていないものがあった。 

  オ 固定資産（建物）の価額について、前年度末に完成した改修工事が反映されてい 

ないものがあった。 

 

⑵ 主管課関係 

  ア 周南公立大学への出資財産（建物）のうち、前年度末に完成した改修工事を踏ま 

えた評価がなされず、出資時点の額に適切に反映されていないものがあった。 

 

 

 

 

 

 

 

 



13 

 

≪参考≫ 令和５年１０月２０日付け周監査第１４５号の「監査結果報告書」（抜粋） 

 

 

 

監査結果報告書 

１ 監査の種類  

地方自治法第１９９条第７項の規定に基づく周南市長からの要求による財政援助団体

等監査  

 

２ 監査要求の内容 

市長からの監査要求書及びその後の監査要求内容等に関する市長との協議により、双

方で確認した監査要求の内容については次のとおりである。 

⑴ 監査要求書の受理  

令和５年７月２０日 （受理文書の記号及び番号：周財第９９号） 

⑵ 監査要求事項  

  本市の財政援助団体等に関する補助金及び出資金並びに指定管理料等に関する出納

事務の適正性について 

 ⑶ 監査要求理由  

   本市の出資団体、財政援助団体及び公の施設の指定管理者である公益財団法人周南

市文化振興財団及び公益財団法人周南市ふるさと振興財団において、本市補助金等に

係る不正な出納事務が相次いで発覚した。 

ついては、本市補助金及び指定管理料に関する各団体内の出納事務の執行状況、内

部統制及び会計監査等の実態を把握し、必要な改善指導等を講ずることで、同様の事

案の発生を防止し、補助金及び出資金並びに指定管理料等に係る事務の一層の適正化

を図る必要があるため、監査委員の客観的な意見と公正不偏な判断を求めるものであ

る。 

 ⑷ 監査対象 

・第４次周南市外郭団体等改革方針の対象とした１２団体の出納事務について、監査

委員が監査権限を有する事項 

・公立大学法人周南公立大学の出納事務について、監査委員が監査権限を有する事項 

 

３ 監査対象団体と監査委員の監査権限 

地方自治法第１９９条第７項において、監査委員は、市が補助金等の財政的援助を与

えているもの、市が出資しているもので政令で定めるもの（地方自治法施行令第１４０

条の７第１項で、市が資本金等の４分の１以上を出資している法人とする旨を規定）及
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び市が公の施設の管理を行わせているものなどに対して、出納その他の事務の執行で当

該財政的援助等に係るものに限って監査することができると規定されている。 

市長から監査要求のあった各団体における監査委員の監査権限については、次表のと

おりである。 

 

 

４ 監査の実施方針 

  市長からの監査要求は、市が第４次周南市外郭団体等改革方針の対象とした団体のう

ち２団体において、いずれも現金及び預金等に係る事務についての不祥事が発覚したも

のであったことから、各団体内における出納事務等の実態を把握すること及び同様の事

案の発生を防止し、事務の一層の適正化を図ることの２つの目的を有するものであると

理解した。 

しかしながら、この２つの目的を達成するための財政援助団体等監査は相当の事務量

となり、監査結果の報告までに多大な時間を要することから、まずは、各団体における

現金及び預金等を中心とした資産の実在性や管理体制等について、その実態を把握する

ための実査（以下「保管金等監査」という。）を行い、その後引き続いて、一層の事務の

適正化に資するために、各団体から関係諸帳簿や証憑書類等の提出を得て出納事務全般

財政的援助 出資 指定管理

地域振興部
文化スポーツ課

地域振興部
文化スポーツ課

地域振興部
地域づくり推進課

健康医療部
病院管理室

産業振興部
商工振興課

都市整備部
公共交通対策課

産業振興部
農林課

地域振興部
観光交流課

産業振興部
水産課

産業振興部
水産課

こども・福祉部
高齢者支援課

こども・福祉部
高齢者支援課

企画部
企画課

監査権限については令和４年度の状況である。

○

ʷ

監査委員の監査権限

○

ʷ

○

ʷ

○

ʷ

ʷ

○ ʷ

ʷ ○

○ ○

○ ○ ○

○

○

○

○

1 公益財団法人周南市体育協会

2

3

公益財団法人周南市医療公社

5

公益財団法人周南市ふるさと振興財団

4

団  体  名

一般財団法人新南陽地区漁業振興基金

公益財団法人周南市文化振興財団

公益財団法人周南地域地場産業振興センター

13

社会福祉法人周南市社会福祉協議会

9

6

一般財団法人徳山地区漁業振興基金

大津島巡航株式会社

番号

10

7 徳山青果精算株式会社

8 株式会社かの高原開発

12

○

11

○ ʷ公立大学法人周南公立大学

社会福祉法人周南市社会福祉事業団

所管部局

ʷ ○

ʷ ○

ʷ

○ ʷ

○ ʷ

○ ○

○ ○

ʷ
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についての監査を個別に実施する、２段階の監査を行うこととした。 

 

  また、保管金等監査については、地方自治法等の規定により、市が資本金等の４分の

１以上を出資している法人に対して監査委員が出納事務全般を監査できる権限を有する

と解されることから、３の表中、項番号１、１１、１２番を除いた１０団体について実

施することとした。 

さらに、第２段階の出納事務監査についても、直近（令和３～４年度）に同様の監査

を実施した３の表中、項番号６、８番の２団体については、現在、監査結果に基づく改

善措置に取り組まれているところであることから、残る１１団体について、監査の対象

団体の属性に基づいてその深度の調整を図りながら実施することとした。 

監査の結果に関する報告の決定及び公表等については、監査対象団体に対して一斉に

実施する第１段階の保管金等監査及び監査対象団体毎に個別に実施する第２段階の出納

事務監査ともに、それぞれの監査が終了したものから順次行うこととした。 

 

５ 保管金等監査に係る監査対象 

  前事業年度末及び令和５年８月末日時点の預金等の実在性と現金を含めた管理体制 

 

６ 保管金等監査の実施期間 

  令和５年８月２９日から１０月２０日まで 

 

７ 保管金等監査の実施内容 

  監査に当たっては、周南市監査委員監査基準に従い、財務諸表や関係諸帳簿等に記載

された現金預金等の金額が預金通帳や残高証明書等に記載された金額と一致しているか、

現金や預金等の管理が適切に行われているかなどを主眼に実施した。 

具体的には、監査対象団体が決算関係書類等で報告している資産等のうち、特に現金

預金や有価証券などの資産の実在性を確認するため、財務諸表、関係諸帳簿、証憑書類

等に加えて、預金等の種類や保管現金等の状況、それらの管理状況等について事前調査

票の提出を求め、これらに基づいて、実地にて現物との照合を確認するとともに、現金

等の保管状況や出納事務等に関する内部統制について、関係職員から説明を聴取するな

どの方法により実施した。 

また、公益財団法人周南市ふるさと振興財団の不祥事事案は、関連団体から受託して

いる経理事務に係るものであったことから、各監査対象団体が関係団体の経理事務等を

受託している場合についても、当該関係団体の協力を得て、その現金預金等の実在性や

管理等について確認するとともに、市の使用料等の徴収事務を受託している場合につい

ても、同様に監査した。 

なお、公益財団法人周南市文化振興財団に係る保管金等監査については、監査の実施

方針に基づき着手したところ、令和５年９月２３日に、当該財団から監査資料の一部に

捜査に支障をきたす内容が含まれていることから実査期日の延期についての申し出があ

り、何よりも全容解明が優先されるべきであると判断し、捜査に支障をきたす状況が解

消されるまで保管金等監査を中断することとした。 
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８ 保管金等監査の主な着眼点 

  監査の主な着眼点は次のとおりである。 

 ⑴ 前事業年度決算報告書に記載された預金、有価証券等の金額と預金通帳や残高証明

書等に記載された金額が一致しているか。 

 ⑵ 令和５年８月末日時点の月次試算表、総勘定元帳等に記載された預金、有価証券等

の金額と預金通帳や残高証明書等に記載された金額が一致しているか。 

 ⑶ 実査日における保管現金の金額と現金出納簿に記載された金額が一致しているか。 

 ⑷ 現金預金等に係る経理規程等の諸規程は整備されているか。また、それら諸規程に

基づいた事務が執行されているか。 

 ⑸ 関係諸帳簿に記載された金額と現金預金の現在高の照合が定期的に適正な方法で行

われているか。 

 ⑹ 現金や預金通帳、銀行印等の保管、管理は適切に行われているか。 

⑺ 関係する団体の経理事務等を受託している場合、当該団体の現金預金等の管理が適

正に行われているか。 

 ⑻ 市の使用料の徴収事務等を受託している場合、徴収等をした現金等の管理が適正に

行われているか。 

 

９ 保管金等監査の結果 

保管金等監査を完了した９団体について、いずれの団体においても、前事業年度（前

期）の決算報告書及び令和５年８月末日時点における財務諸表や関係諸帳簿等に記載の

預金等の資産が、預金通帳や残高証明書等に記載された金額と、次に述べる事項を除い

て一致し実在していることを確認した。 

現金や預金等の管理に関する事務については、次に述べる事項を除いておおむね適正

に行われていた。なお、軽微な事項については、別途指導した。 

また、一部の団体で受託されている関係団体の経理事務及び市歳入の徴収事務に係る

現金等の管理については、適正に行われていた。 

詳細な監査結果については、次のとおりである。 
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⑴ 公益財団法人周南市ふるさと振興財団 

  令和５年１０月５日に実査を行い、次のとおり、前事業年度末（令和５年３月末日）

及び令和５年８月末日時点の財務諸表や関係諸帳簿等に記載された預金等の金額と同

時点の預金通帳や残高証明書等に記載された金額が、次に述べる事項を除いて一致し

ていることを確認した。 

 

  ① 前事業年度末（令和５年３月末日）の状況 

 

 

 

 

 

 

 

科    目 金 額（円） 照合に用いた資料 金 額（円） 判定

流動資産

  現金預金

   普通預金 27,666,074 普通預金通帳 27,666,074 照合

固定資産

 基本財産

  現金預金

   定期預金 21,185,733 定期預金通帳、定期預金証書 21,185,733 照合

  投資有価証券 278,814,267 国債取引報告書等 278,814,267 照合

 特定資産

  退職手当積立金

   定期預金 38,761,635 定期預金通帳、定期預金証書 38,761,635 照合

  退職手当給付準備積立金

          普通預金 0 預金取引残高報告書 5,846,531 不一致

   定期預金 8,666,741 定期預金通帳 2,820,210 不一致

（財産目録において8,666,741円全額

が定期預金とされていたが、今回の

実査において5,846,531円は普通預金

であることが判明した。資産の総額

に誤りはないが、科目については仕

訳誤りのため判定は不一致としてい

る。）

  ふるさと振興基金積立金

   定期預金 16,020,225 定期預金証書 16,020,225 照合

計 391,114,675 391,114,675 照合

決算報告書（総勘定元帳） 保 管 金 等 監 査 の 結 果
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② 令和５年８月末日の状況 

 

 

③ 受託事務（関係団体の経理事務及び市歳入の徴収事務）の状況 

   受託されている周南市コミュニティ推進連絡協議会の経理事務及び周南市大田原 

自然の家の使用料の徴収事務に係る現金等の管理について、適正であることを確認 

した。 

 

  ④ 指摘事項 

決算報告書において、定期預金とされたものについて、一部普通預金となってい 

るものがあった。 

 

 

 

科    目 金 額（円） 照合に用いた資料 金 額（円） 判定

流動資産

  現金預金

   普通預金 22,146,297 普通預金通帳 22,146,297 照合

固定資産

 基本財産

  現金預金

   定期預金 21,185,733 定期預金通帳、定期預金証書 21,185,733 照合

  投資有価証券 278,814,267 国債取引報告書等 278,814,267 照合

 特定資産

  退職手当積立金

   定期預金 38,761,635 定期預金通帳、定期預金証書 38,761,635 照合

  退職手当給付準備積立金

          普通預金 0 預金取引残高報告書 5,846,531 不一致

   定期預金 8,666,741 定期預金通帳 2,820,210 不一致

（財産目録において8,666,741円全額

が定期預金とされていたが、今回の

実査において5,846,531円は普通預金

であることが判明した。資産の総額

に誤りはないが、科目については仕

訳誤りのため判定は不一致としてい

る。）

  ふるさと振興基金積立金

   定期預金 16,020,225 定期預金証書 16,020,225 照合

計 385,594,898 385,594,898 照合

月次試算表（総勘定元帳） 保 管 金 等 監 査 の 結 果
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⑼ 公立大学法人周南公立大学 

令和５年１０月１０日に実査を行い、次のとおり、前事業年度末（令和５年３月末

日）及び令和５年８月末日時点の財務諸表や関係諸帳簿等に記載された預金等の金額

と同時点の預金通帳や残高証明書等に記載された金額が一致していることを確認した。 

また、現金や預金等の管理に関する事務は、次に述べる事項を除いておおむね適正

であることを確認した。 

① 前事業年度末（令和５年３月末日）の状況 

 

② 令和５年８月末日の状況 

 

  ③ 指摘事項 

    決算時の監査において、監査資料として残高証明書や普通預金通帳が監事に提 

出されていなかった。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

科    目 金 額（円） 照合に用いた資料 金 額（円） 判定

流動資産

  現金預金

   普通預金 1,275,970,044 残高証明書、普通預金通帳 1,275,970,044 照合

計 1,275,970,044 1,275,970,044 照合

決算報告書（総勘定元帳） 保 管 金 等 監 査 の 結 果

科    目 金 額（円） 照合に用いた資料 金 額（円） 判定

流動資産

  現金預金

   普通預金 1,205,278,040 普通預金通帳 1,205,278,040 照合

計 1,205,278,040 1,205,278,040 照合

月次試算表（総勘定元帳） 保 管 金 等 監 査 の 結 果
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≪参考≫ 市長作成の令和５年１０月２０日付け周財第１５０号の「調査結果報告書」（抜粋）  

 

 

 

調査結果報告書 

 

１ 調査の目的 

本市の出資団体、財政援助団体及び公の施設の指定管理者で、第４次周南市外郭団体

等改革方針の対象団体である公益財団法人周南市文化振興財団及び公益財団法人周南市

ふるさと振興財団において、いずれも現金、預金等に係る事務についての不祥事が相次

いで発覚したことから、各団体内の出納事務の執行状況、内部統制等の実態を把握し、

必要な改善指導等を講ずることで、同様の事案の発生を防止し、事務等の一層の適正化

を図る必要があるため、令和５年７月２０日付け周財第９９号により監査委員に対して

第４次周南市外郭団体等改革方針の対象１２団体に公立大学法人周南公立大学を加えた

１３団体に関する地方自治法第１９９条第７項の規定に基づく財政援助団体等監査を要

求したところである。 

ただし、公益財団法人周南市体育協会、社会福祉法人周南市社会福祉協議会及び社会

福祉法人周南市社会福祉事業団の３団体については、市が資本金等の４分の１以上を出

資していないため、出納事務全般に係る監査委員の監査権限はないものと解されること

から、各団体の協力のもと、外郭団体等の適正な事業運営に基づく経営健全化と適切な

活用による持続可能で安定的な公共サービスの提供の両立を図るために行う指導・助言・

調整等の一環として、市が現金預金の管理等に関する事務の調査を行うこととした。 

 

２ 調査の対象 

公益財団法人周南市体育協会、社会福祉法人周南市社会福祉協議会及び社会福祉法人

周南市社会福祉事業団に関する前事業年度末及び令和５年８月末日時点の預金等の実在

性と現金を含めた管理体制 

 

３ 調査期間 

令和５年９月７日から１０月２０日まで 

 

４ 調査実施内容及び主な着眼点 

監査委員が行う１０団体に対する現金、預金等を中心とした資産の実在性や管理体制

等について、その実態を把握するための実査である保管金等監査の手法及び主な着眼点

を準用して実査（以下「保管金等調査」という。）を行うこととした。 

なお、監査委員が行う保管金等監査と統一した方針と深度の下で調査するために、財

政部財政課、こども・福祉部指導監査室及び監査委員事務局の職員からなる外郭団体保

管金等監査室を財政部財政課に設置し、同室職員による保管金等調査を実施することと

した。 
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５ 調査結果 

保管金等調査を完了した３団体について、いずれの団体においても、前事業年度の決

算報告書及び令和５年８月末日時点における財務諸表や関係諸帳簿等に記載の預金等の

資産が、預金通帳や残高証明書等に記載された金額と一致し、実在していることを確認

した。 

現金や預金等の管理に関する事務については、適正に行われていた。なお、軽微な事

項については、別途指導した。 

また、受託されている関係団体の経理事務及び市歳入の徴収事務に係る現金等の管理

については、適正に行われていた。 

詳細な調査結果については、次のとおりである。 

 

⑶ 社会福祉法人周南市社会福祉事業団 

  令和５年１０月６日及び１０日に実査を行い、前事業年度末（令和５年３月末日）

及び令和５年８月末日時点の財務諸表や関係諸帳簿等に記載された預金等の金額と同

時点の預金通帳や残高証明書等に記載された金額が、次のとおり一致していることを

確認した。 

  ① 前事業年度末（令和５年３月末日）の状況 
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② 令和５年８月末日の状況 

   

 

③ 受託事務（市歳入の徴収事務）の状況 

  周南市須金老人デイサービスセンター及び周南市大津島老人デイサービスセンタ

ーの使用料の徴収事務に係る現金等の管理について、適正であることを確認した。 
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監査結果報告書 

１ 監査の種類  

地方自治法第１９９条第７項の規定に基づく周南市長からの要求による財政援助団体

等監査 

 

２ 監査要求の内容 

令和５年１０月２０日付け周監査第１４５号の「監査結果報告書」にて報告したとお

りである。 

 

３ 監査対象団体と監査委員の監査権限 

令和５年１０月２０日付け周監査第１４５号の「監査結果報告書」にて報告したとお

りである。 

 

４ 監査の実施方針 

令和５年１０月２０日付け周監査第１４５号の「監査結果報告書」にて報告したとお

りである。 

 

５ 監査の対象 

 ⑴ 対象団体 

令和５年１０月２０日付け周監査第１４５号の「監査結果報告書」にて報告したと

おり、市長からの要求により実施する財政援助団体等監査のうち、第２段階の出納事

務監査については、監査対象団体毎に個別に実施することとしたところであり、今回

監査対象とした２団体については、次表のとおりである。 

財政的援助 出資 指定管理
文化スポーツ観光部
スポーツ振興課

福祉部
地域福祉課

ʷ ○

所管部局

2

番号

社会福祉法人周南市社会福祉協議会

団  体  名

○1 公益財団法人周南市スポーツ協会

○

監査委員の監査権限

ʷ ○

 

 

⑵ 対象事務 

出納その他の事務 

 

⑶ 対象事業年度 

令和４事業年度（令和４年４月１日から令和５年３月３１日まで） 

 

６ 監査の実施期間 

  令和６年２月９日から令和６年５月２８日まで 
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７ 監査の実施内容 

監査に当たっては、周南市監査委員監査基準に従い、各対象団体の事業が財政援助等

の目的に沿って適切に運営されているか、会計経理等が適正に行われているかを主眼と

し、対象事業年度の事業計画、事業報告、財務諸表、関係諸帳簿、証憑書類等の提出を

求め、照合による計数の符合確認等のほか、抽出による検査又は精査を行うとともに、

関係職員から説明を聴取するなどの方法により実施した。 

 

８ 監査の主な着眼点と監査の結果 

今回、監査を実施した２団体における監査の主な着眼点と監査の結果については、次

のとおりである。 
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【公益財団法人周南市スポーツ協会】 

 

１ 公益財団法人周南市スポーツ協会（以下「スポーツ協会」という。）の概要 

⑴ 設立年月日 

昭和５３年７月１日（令和６年４月１日公益財団法人周南市体育協会から名称変更） 

 

⑵ 設立目的（定款第３条） 

周南市民のスポーツの統一組織として、市民の体力の向上及びスポーツ精神の高揚 

を図り、もってスポーツの振興に寄与することを目的とする。 

 

⑶ 主たる事務所の所在地（定款第２条） 

山口県周南市大字徳山１０４２７番地 周南市総合スポーツセンター内 

 

 ⑷ 組織（令和５年３月３１日現在） 

役員 ４５人（顧問 ２人、理事 ４１人（会長 １人、副会長 ６人、専務理事 

1 人、常務理事 ３人、理事 ３０人）、監事 ２人） 

評議員 ３６人、職員 ６３人 

 

 ⑸ 事業年度（定款第６条） 

  毎年４月１日から翌年３月３１日まで 

 

 ⑹ 事業（定款第４条） 

① 市民のスポーツ精神を確立すること。 

② スポーツに関する調査、研究、宣伝、及び啓発を行うこと。 

③ スポーツの指導者及びスポーツクラブ・チーム等の育成並びにスポーツ教室等各 

種市民スポーツ振興事業を実施すること。 

④ 山口県体育協会との連絡並びに加盟団体の強化発展及び相互の連絡協調を図るこ

と。 

⑤ スポーツに関する諸事業・諸大会等を実施し、又は援助すること。 

⑥ 関係機関に対してスポーツに関する意見を述べ、又は関係機関が行う施策に協力

すること。 

⑦ 育成団体（学生・生徒・児童等を主体とした組織団体）の強化と組織の確立を図

ること。 

⑧ スポーツの功労者を表彰すること。 

⑨ 財政の確立を図ること。 

⑩ 各種体育施設の管理運営及びこれに付随する事業を実施すること。 

⑪ その他、この法人の公益目的達成に必要な事業を行うこと。 

⑫ 体育施設の管理運営に関するものの内、収益を目的とした諸事業の遂行を行う。 

⑬ 管理施設に付設された軽食喫茶室の運営並びに飲料水等の自動販売機の設置運営 

を行政（周南市）より付託され行う。 
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  ⑭ スポーツ記念グッズ等の販売をスポーツ愛好者のために行う。 

  ⑮ その他、公益事業の一助になる範囲内で、収益を伴う諸事業を行う。 

 

 ⑺ 令和４事業年度の事業（公の施設の指定管理に係るもの）の概要 

所在地

設置年月

メインアリーナ 70,727人 33,463人 新南陽体育センター 11,047人

多目的ホール 34,913人 38,666人 新南陽球場 10,692人

弓道場 12,982人 55,444人 その他 11,256人

健康ルーム 4,779人 26,313人

カルチャールーム 23,540人 79,503人

その他 16,541人

　　　　　　　施設名

施設の概要

設置目的

メインアリーナ、多目的ホール、
弓道場、健康ルーム、ホワイエ、
カルチャールーム、講座室、図書
室、会議室、審判室、主催者室、
放送室、事務室、軽食喫茶室、更
衣室、控室、便所、シャワー室

施設概要

体育及び文化の振興。
市民の健康づくりの促進とスポーツ・レクリエーションの振興。

令和３年度〜令和４年度
（平成１８年４月１日　但し、黒岩グラウンドは平成２３年４月１日）

新南陽体育センター、新南陽球
場、新南陽プール、高瀬サン・ス
ポーツランド

施設の利用状況

施
設
等
の
概
要

周南緑地屋外スポーツ施設（野球
場、陸上競技場、庭球場、補助競
技場、ソフトボール球場、運動広
場、サッカー場、補助サッカー
場、アーチェリー場、水泳場、身
近な運動広場）黒岩グラウンド、
施設に付属する駐車場

周南市大字徳山10427番地

平成４年９月

総合スポーツセンター 徳山地区体育施設 新南陽地区体育施設

周南市大字徳山10405番地の1　他

昭和４６年６月　他

周南市福川南町2番1号　他

昭和６０年３月　他

野球場

陸上競技場

庭球場

運動広場（東G）

その他

指定管理指定期間
（当初指定）  

 

所在地

設置年月

熊毛体育センター 22,523人 公園全体利用者 887,210人

熊毛武道館 9,991人 アリーナ 11,369人

その他 3,773人

26人

1,193人

施
設
等
の
概
要

設置目的

周南市大字呼坂10009番地の71

昭和５９年３月　他

施設の利用状況

指定管理指定期間
（当初指定）

令和３年度〜令和４年度
（平成１８年４月１日）

　　　　　　　施設名
施設の概要

施設概要
熊毛体育センター、熊毛武道館

体育及び文化の振興。
市民の健康づくりの促進とスポーツ・レクリエーションの振興。

令和３年度〜令和４年度
（平成２３年４月１日）

熊毛地区体育施設 鹿野地区体育施設

鹿野総合体育館、鹿野庭球場、鹿
野プール

周南市大字鹿野上3028番地の1　他

平成元年１０月　他

周南緑地（東）30.4ha、周南緑地
（中央）22.6ha
敷地内の体育施設以外

周南緑地（東・中央）

周南市大字徳山10427番地　他

昭和４７年４月　他

都市公園の健全な発達を図り、市
民の健全な心身の育成と福祉の増
進に資する。

鹿野総合体育館

鹿野庭球場

鹿野プール
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所在地

設置年月

鹿野山村広場 504人

鹿野ふれあいひろば 2,130人

鹿野山村広場
（グラウンド、緑地、駐車場、器
具庫、トイレ）
鹿野ふれあいひろば
（屋内グラウンド、器具庫、トイ
レ）

周南市大字鹿野下10610番地の2　他

昭和５８年９月　他

施設概要

　　　　　　　施設名
施設の概要

農林業の振興及びスポーツ等を通
じて健康増進を図るとともに、市
民相互の交流と理解を深める。

鹿野山村広場・鹿野ふれあいひろば

設置目的

指定管理指定期間
（当初指定）

令和３年度〜令和４年度
（平成２０年４月１日）

施設の利用状況

施
設
等
の
概
要

 

 

２ 本市からの財政援助等 

 ⑴ 補助金等 

   令和４年度においては、周南市体育協会運営費補助金として 8,022,237 円、周南市 

全国大会等誘致開催補助金として 1,000,000 円を支出している。 

 

⑵ 公の施設の指定管理 

 監査対象とした公の施設について、体育施設 277,938,618 円、周南緑地（東・中央

緑地）26,151,400 円、鹿野山村広場等 1,217,700 円の指定管理料をそれぞれ支出して

いる。 

 

⑶ 出捐 

 本市は、スポーツ協会の設立に際して、基本財産 309,700,170 円のうち 76,500,000

円を出捐しており、出資割合は 24.7％となっている。 

 

３ 監査の主な着眼点 

監査の実施に際し、前回の監査結果等を参考にリスク評価を行い設定した主な着眼点 

は、次のとおりである。 

 

 ⑴ スポーツ協会関係 

① 補助金事務 

ア 補助金等に係る収支の会計経理は適正か。   

イ 補助金等交付申請書の提出及び補助金等の請求、受領は適時に行われているか。   

    ウ 事業は、計画及び交付条件に従って実施され、十分効果が上げられているか。 

また、補助金等が補助等対象事業以外に流用されていないか。 
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② 指定管理事務 

 ア 普通地方公共団体や市長等との協議、通知及び各種報告は協定等どおりなされ 

ているか。特に、協議、承認なく処理しているものはないか。 

   イ 公の施設の管理に係る収支会計経理は適正になされているか。また、指定管理

者の他の事業との会計区分は明確になっているか。さらに、管理に関する経費の

請求、受領は協定等どおりになされているか。 

   ウ 経費の負担区分が指定管理者となっている修繕等を放置、先送り等していない

か。 

   エ 事業報告書は適正に作成されているか。（管理業務の実施状況及び利用状況、

料金収入の実績や管理経費の収支状況等） 

   オ 指定管理者が使用料等を徴収又は収納している場合、市への納付は適切かつ適

正に行われているか。 

   カ 経費節減は図られているか。 

キ 住民の平等利用は確保されているか。 

ク 利用促進及び利用者サービスの向上のための取組はなされているか。  

 

⑵ 主管課（文化スポーツ観光部スポーツ振興課、産業振興部農業振興課、都市整備部 

公園花とみどり課）関係 

 ① 共通的事項 

  ア 事務処理で法令等に違反するものはないか。許可、認可、承認等の事項が法定 

の要件にかなっているか。 

  イ 事務処理の組織又は手続に改善の余地はないか。能率的、効率的に行われ、改 

善すべき点はないか。 

  ② 収入事務 

   ア 納入の通知は適正に行われているか。納期限の設定は適切か。 

  ③ 支出事務 

   ア 補助金等の算出は合理的な基準により行われているか。 

 ④ 指定管理事務 

  ア 協定書等には、必要事項が適正に記載されているか。指定管理者との間の経費 

の負担区分は明確になっているか。その負担区分は合理的か。 

   イ 指定管理者に対して適時かつ適切に当該業務又は経理の状況に関し報告を求め、 

調査し、又は指示を行っているか。   

  ウ 条例に基づき、使用料等の減免をしている場合、その手続は適正に行われてい 

るか。 

   エ 指定管理者との間で締結する協定等に、公の施設の適正な管理を確保するため 

に必要な事項が明記されているか。 
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４ 監査の結果 

上記のとおり監査した限りにおいて、監査対象としたスポーツ協会の財政的援助等に

係る出納その他の事務及び主管課の財務事務は、財政的援助等の目的に沿って行われて

おり、次に述べる事項を除き、おおむね適正に処理されていた。 

なお、指摘事項の詳細にわたる部分や軽微な事項については、監査結果の講評の際に、

文書で指導した。 

 

（指摘事項） 

⑴ スポーツ協会関係 

① 支出事務について 

ア 支出決議について、周南市体育協会事務処理規程に基づいた決裁が行われてい

ないものがあった。 

イ 全国大会等周南市誘致開催補助金について、補助事業に係る成果の確認が行わ

れていないものがあった。 

ウ 前金払による支出について、周南市体育協会財務会計規程の規定に該当しない

ものがあった。 

エ 水泳場の管理運営に係る派遣費の支出について、事業目的と勘定科目が相違し

ているものがあった。 

オ 指定管理施設の修繕に係る契約について、分割して発注されているものがあっ

た。 

 

 ⑵ 主管課（文化スポーツ観光部スポーツ振興課）関係 

① 指定管理事務について 

ア 指定管理者が行った指定管理対象施設以外の施設に係る修繕料の支出について、

適切な指導を行っていないものがあった。 

イ 体育施設の使用料免除に係る決定について、周南市職務権限規程に基づいた決

裁が行われていないものがあった。 
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【社会福祉法人周南市社会福祉協議会】 

 

１ 社会福祉法人周南市社会福祉協議会（以下「社会福祉協議会」という。）の概要 

⑴ 設立年月日 

平成１５年４月２１日（徳山市、新南陽市、熊毛町、鹿野町の各社会福祉協議会の

合併により設立） 

 

⑵ 設立目的（定款第１条） 

周南市における社会福祉事業その他の社会福祉を目的とする事業の健全な発達及び

社会福祉に関する活動の活性化により、地域福祉の推進を図ることを目的とする。 

 

⑶ 主たる事務所の所在地（定款第５条） 

 山口県周南市速玉町３番１７号 

 

⑷ 組織（令和５年３月３１日現在） 

理事 １２人（内、理事長 １人、業務執行理事 １人）、監事 ３人、 

評議員 １７人、職員 １３１人 

 

⑸ 事業年度（定款第４１条） 

毎年４月１日から翌年３月３１日まで 

 

⑹ 事業（定款第２条） 

ア 社会福祉を目的とする事業の企画及び実施 

イ 社会福祉に関する活動への住民の参加のための援助 

ウ 社会福祉を目的とする事業に関する調査、普及、宣伝、連絡、調整及び助成 

エ アからウのほか、社会福祉を目的とする事業の健全な発達を図るために必要な事 

 業 

オ 保健医療、教育その他の社会福祉と関連する事業との連絡 

カ 共同募金事業への協力 

キ ボランティア活動の振興 

ク 生活福祉資金をはじめ社会福祉に係る資金の給付及び貸付事業 

ケ 福祉サービス利用援助事業（地域福祉権利擁護事業） 

コ 居宅介護等事業の経営 

サ 居宅介護支援事業 

シ 障害福祉サービス事業（周南市社会福祉協議会しんなんよう、なべづる園）の経 

 営 

ス 成年後見促進法に基づく事業 

セ 周南市徳山社会福祉センターの経営 

ソ 周南市新南陽総合福祉センターの経営 

タ 周南市老人休養ホーム嶽山荘の経営 
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チ 周南市新南陽老人福祉センターの経営 

ツ 生活困窮者自立支援法に基づく事業 

テ 生活支援体制整備事業 

ト その他この法人の目的を達成するため必要な事業 

 

⑺ 令和４事業年度の事業の概要 

  ① 法人運営の強化 

   ア 組織運営 

   イ 財務運営管理 

   ウ 人事・労務管理 

   エ 広報・啓発活動 

  ② 第４次周南市地域福祉計画・周南市地域福祉活動計画の推進 

  ③ 地域福祉活動の推進 

   ア 地区社協活動の推進 

   イ 地区社協運営の財政支援（配分金・助成金） 

   ウ 福祉員活動の推進 

   エ ふれあい・いきいきサロン事業の推進 

  ④ 地域包括ケアシステムの構築 

   ア もやいネット地区ステーション事業の推進 

   イ 生活支援体制整備事業の推進 

  ⑤ 高齢者・障がい者・児童福祉等の推進 

   ア 高齢者福祉 

   イ 障がい者福祉 

   ウ 福祉団体等助成 

   エ その他 

  ⑥ ボランティア・市民活動の推進 

   ア ボランティアセンターの運営 

   イ 福祉教育の推進 

  ⑦ 総合相談支援事業の推進 

   ア 地域福祉権利擁護事業（日常生活自立支援事業）の実施 

   イ 法人成年後見人等受任事業の実施 

   ウ 成年後見支援センターの運営 

   エ 生活困窮者自立支援事業の実施 

   オ 各種資金の貸付 

   カ 新型コロナウイルス感染症生活困窮者自立支援窓口の開設 

  ⑧ 在宅福祉サービスの推進 

   ア 周南西部地域包括支援センターの運営 

   イ 介護保険事業の実施 

   ウ その他の福祉サービスの実施 
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  ⑨ 指定管理施設・関連事業の管理・運営 

   ア 高齢者福祉施設 

   イ その他の施設 

  ⑩ その他 

   ア 収益事業の経営 

   イ 共同募金運動の推進 

   ウ 地域公益活動の推進 

 

  公の施設の指定管理に係る管理施設の概要 

所在地

設置年月

施設の利用状況 延べ利用者数 32,677人 延べ利用者数 12,519人 延べ利用者数 13,318人

施
設
等
の
概
要

指定管理期間
（当初指定）

　　　　　　　施設名
施設の概要

設置目的

施設概要

周南市速玉町3番17号

昭和５７年５月

周南市徳山社会福祉センター 周南市新南陽総合福祉センター 周南市新南陽老人福祉センター

周南市古川町1番17号

平成７年７月

周南市温田一丁目10番1号

昭和５４年３月

地域における福祉活動の拠点とし
て市民の福祉の増進及び福祉意識
の高揚を図る。

建物構造：鉄筋コンクリート造３
階建
延床面積：1,958㎡
主な構成施設：多目的ホール、会
議室、小会議室、研修室、相談
室、調理実習室

老人の福祉向上

建物構造：鉄筋コンクリート造２
階建
総床面積：718.89㎡
主な構成施設：事務室、会議室、
機能訓練室、茶室、大広間等

令和４年度
（平成１８年４月１日）

建物構造：鉄筋コンクリート造２
階建
延床面積：2,271㎡
主な構成施設：大会議室兼展示
室、実習室（料理）、会議室
（和）、研修室、中会議室、視聴
覚室、実習室（和）娯楽室（ス
テージ含）

市民の福祉の増進と地域福祉活動
の育成

令和４年度〜令和８年度
（平成１８年４月１日）  

 

所在地

設置年月

施設の利用状況 延べ利用者数 19,683人 延べ利用者数 3,413人

施
設
等
の
概
要

指定管理期間
（当初指定）

令和４年度
（平成１８年４月１日）

令和４年度〜令和８年度
（平成１８年４月１日）

設置目的

老人の休養と心身の健康増進 高齢者の就業機会の増大を図ると
ともに、生きがいを高めるため、
高齢者の経験や技術を生かした生
産活動を実施し、併せて高齢者相
互の交流及び健康の増進、教養の
向上等福祉の増進を総合的に推進
する。

周南市老人休養ホーム嶽山荘 周南市鹿野高齢者生産活動センター
　　　　　　　施設名
施設の概要

施設概要

建物構造：鉄筋コンクリート造３
階建
総床面積：1,400.58㎡
主な構成施設：大浴場、和室１３
室、カラオケルーム、ラウンジ、
大広間、売店、駐車場

建物構造：鉄筋コンクリート造平
屋建
総床面積：1,124.10㎡
主な構成施設：管理作業棟（食
堂、事務所、ホール、倉庫、便
所、研修室、機械室、貯蔵室、更
衣室、農産物加工室、竹細工製作
室、和紙生産室）、生産施設等
（農林産物加工施設一式、竹細工
加工施設一式、花卉栽培施設一
式、和紙生産施設一式、温室、堆
肥舎、ポンプ室、倉庫）

周南市温田一丁目１０番１号 周南市大字鹿野中７３４の４番地

昭和４８年７月 昭和５４年１１月
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２ 本市からの財政援助等 

 ⑴ 補助金等 

令和４年度においては、周南市社会福祉協議会運営費補助金として 106,784,895 円、

高額療養費等貸付金交付金として 87,000 円を支出している。 

 

⑵ 公の施設の指定管理 

監査対象とした公の施設について、徳山社会福祉センター35,690,071 円、新南陽総

合福祉センター26,888,000 円、新南陽老人福祉センター9,912,130 円、老人休養ホー

ム嶽山荘32,004,300円及び鹿野高齢者生産活動センター6,808,871円の指定管理料を

それぞれ支出している。 

 

⑶ 出資 

  本市は、基金出資金として、社会福祉基金積立資産 198,906,400 円のうち

129,524,063 円を、地域福祉基金積立資産 100,000,000 円の全額を、ボランティア基

金積立資産 349,407,705 円のうち 96,400,000 円をそれぞれ出資している。 

  

３ 監査の主な着眼点 

監査の実施に際して設定した主な着眼点は、次のとおりである。 

 ⑴ 社会福祉協議会関係 

① 補助金事務 

   ア 事業計画書、予算書及び決算諸表等と所管部局へ提出した補助金等の交付申請

書、実績報告等は符合するか。 

   イ 補助金等の執行に関し、内部統制は有効に機能しているか。   

  ② 指定管理事務 

ア 協定等の内容に反する第三者への委託を行っていないか。 

イ 事業報告書は適正に作成されているか。（管理業務の実施状況及び利用状況、

料金収入の実績や管理経費の収支状況等） 

ウ 住民の平等利用は確保されているか。 

エ  利用料金制を採用している場合、利用料金等の取扱いは適正に行われているか。 

 

 ⑵ 主管課（福祉部地域福祉課及び高齢者支援課、健康医療部保険年金課）関係 

  ① 共通的事項 

   ア 内部統制が有効に機能しているか。 

  ② 収入事務 

   ア 調定はその根拠となる法令等に適合しているか。 

   イ 減免、延納又は後納等の理由及び手続は適正か。 

  ③ 契約事務 

   ア 委託した事務事業が適正に履行されたかどうか、成果物その他実績報告書で確 

認したか。 
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  ④ 財産管理事務 

   ア 財産台帳は調製され、取得、処分、所管換え等の異動について正確に記録され 

ているか。また、財産は財産台帳及び附属図面と合致しているか。財産台帳外に 

存するものはないか。 

  ⑤ 指定管理事務 

   ア 指定管理者への指導監督は適切に行われているか。 

 

４ 監査の結果 

上記のとおり監査した限りにおいて、監査の対象となった社会福祉協議会の財政的援

助等に係る出納その他の事務及び主管課の財務事務は、財政的援助等の目的に沿って行

われており、次に述べる事項を除き、おおむね適正に処理されていた。 

なお、指摘事項の詳細にわたる部分や軽微な事項については、監査結果の講評の際に、

文書で指導した。 

 

 （指摘事項） 

 ⑴ 社会福祉協議会関係 

  ① 指定管理事務について 

   ア 指定管理施設における利用料について、条例に規定されていない利用料を徴収 

しているものがあった。 

   イ 指定管理施設における利用料について、算定を誤っているものがあった。 

ウ 指定管理施設における管理業務について、市の書面よる承諾が得られていない 

にもかかわらず第三者へ委託されているものがあった。 

 

 ⑵ 主管課（福祉部地域福祉課及び高齢者支援課）関係 

  ① 指定管理事務について 

   ア 行政財産の目的外使用許可における光熱水費等の負担について、免除する手続 

きを行っていなかった。 

   イ 社会福祉協議会が条例に規定されていない利用料を徴収していたことについて、 

適切な指導がされていなかった。 

   ウ 指定管理施設における使用許可について、条例で規定する部屋の名称と施設利 

用許可申請書等で示された実際の名称が異なっていた。 

   エ 指定管理施設における管理業務について、社会福祉協議会が第三者へ委託して 

いるものがあるにもかかわらず、適切な手続きをとるよう指導されていなかった。 

  ② 財産管理事務について 

ア 令和４年度周南市決算書の財産に関する調書について、未記載の保有債権があ 

った。 
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≪参考≫ 令和５年１０月２０日付け周監査第１４５号の「監査結果報告書」（抜粋） 

 

 

 

監査結果報告書 

１ 監査の種類  

地方自治法第１９９条第７項の規定に基づく周南市長からの要求による財政援助団体

等監査  

 

２ 監査要求の内容 

市長からの監査要求書及びその後の監査要求内容等に関する市長との協議により、双

方で確認した監査要求の内容については次のとおりである。 

⑴ 監査要求書の受理  

令和５年７月２０日 （受理文書の記号及び番号：周財第９９号） 

⑵ 監査要求事項  

  本市の財政援助団体等に関する補助金及び出資金並びに指定管理料等に関する出納

事務の適正性について 

 ⑶ 監査要求理由  

   本市の出資団体、財政援助団体及び公の施設の指定管理者である公益財団法人周南

市文化振興財団及び公益財団法人周南市ふるさと振興財団において、本市補助金等に

係る不正な出納事務が相次いで発覚した。 

ついては、本市補助金及び指定管理料に関する各団体内の出納事務の執行状況、内

部統制及び会計監査等の実態を把握し、必要な改善指導等を講ずることで、同様の事

案の発生を防止し、補助金及び出資金並びに指定管理料等に係る事務の一層の適正化

を図る必要があるため、監査委員の客観的な意見と公正不偏な判断を求めるものであ

る。 

 ⑷ 監査対象 

・第４次周南市外郭団体等改革方針の対象とした１２団体の出納事務について、監査

委員が監査権限を有する事項 

・公立大学法人周南公立大学の出納事務について、監査委員が監査権限を有する事項 

 

３ 監査対象団体と監査委員の監査権限 

地方自治法第１９９条第７項において、監査委員は、市が補助金等の財政的援助を与

えているもの、市が出資しているもので政令で定めるもの（地方自治法施行令第１４０

条の７第１項で、市が資本金等の４分の１以上を出資している法人とする旨を規定）及
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び市が公の施設の管理を行わせているものなどに対して、出納その他の事務の執行で当

該財政的援助等に係るものに限って監査することができると規定されている。 

市長から監査要求のあった各団体における監査委員の監査権限については、次表のと

おりである。 

 

 

４ 監査の実施方針 

  市長からの監査要求は、市が第４次周南市外郭団体等改革方針の対象とした団体のう

ち２団体において、いずれも現金及び預金等に係る事務についての不祥事が発覚したも

のであったことから、各団体内における出納事務等の実態を把握すること及び同様の事

案の発生を防止し、事務の一層の適正化を図ることの２つの目的を有するものであると

理解した。 

しかしながら、この２つの目的を達成するための財政援助団体等監査は相当の事務量

となり、監査結果の報告までに多大な時間を要することから、まずは、各団体における

現金及び預金等を中心とした資産の実在性や管理体制等について、その実態を把握する

ための実査（以下「保管金等監査」という。）を行い、その後引き続いて、一層の事務の

適正化に資するために、各団体から関係諸帳簿や証憑書類等の提出を得て出納事務全般

財政的援助 出資 指定管理

地域振興部
文化スポーツ課

地域振興部
文化スポーツ課

地域振興部
地域づくり推進課

健康医療部
病院管理室

産業振興部
商工振興課

都市整備部
公共交通対策課

産業振興部
農林課

地域振興部
観光交流課

産業振興部
水産課

産業振興部
水産課

こども・福祉部
高齢者支援課

こども・福祉部
高齢者支援課

企画部
企画課

監査権限については令和４年度の状況である。

○

ʷ

監査委員の監査権限

○

ʷ

○

ʷ

○

ʷ

ʷ

○ ʷ

ʷ ○

○ ○

○ ○ ○

○

○

○

○

1 公益財団法人周南市体育協会

2

3

公益財団法人周南市医療公社

5

公益財団法人周南市ふるさと振興財団

4

団  体  名

一般財団法人新南陽地区漁業振興基金

公益財団法人周南市文化振興財団

公益財団法人周南地域地場産業振興センター

13

社会福祉法人周南市社会福祉協議会

9

6

一般財団法人徳山地区漁業振興基金

大津島巡航株式会社

番号

10

7 徳山青果精算株式会社

8 株式会社かの高原開発

12

○

11

○ ʷ公立大学法人周南公立大学

社会福祉法人周南市社会福祉事業団

所管部局

ʷ ○

ʷ ○

ʷ

○ ʷ

○ ʷ

○ ○

○ ○

ʷ
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についての監査を個別に実施する、２段階の監査を行うこととした。 

 

  また、保管金等監査については、地方自治法等の規定により、市が資本金等の４分の

１以上を出資している法人に対して監査委員が出納事務全般を監査できる権限を有する

と解されることから、３の表中、項番号１、１１、１２番を除いた１０団体について実

施することとした。 

さらに、第２段階の出納事務監査についても、直近（令和３～４年度）に同様の監査

を実施した３の表中、項番号６、８番の２団体については、現在、監査結果に基づく改

善措置に取り組まれているところであることから、残る１１団体について、監査の対象

団体の属性に基づいてその深度の調整を図りながら実施することとした。 

監査の結果に関する報告の決定及び公表等については、監査対象団体に対して一斉に

実施する第１段階の保管金等監査及び監査対象団体毎に個別に実施する第２段階の出納

事務監査ともに、それぞれの監査が終了したものから順次行うこととした。 

 

５ 保管金等監査に係る監査対象 

  前事業年度末及び令和５年８月末日時点の預金等の実在性と現金を含めた管理体制 

 

６ 保管金等監査の実施期間 

  令和５年８月２９日から１０月２０日まで 

 

７ 保管金等監査の実施内容 

  監査に当たっては、周南市監査委員監査基準に従い、財務諸表や関係諸帳簿等に記載

された現金預金等の金額が預金通帳や残高証明書等に記載された金額と一致しているか、

現金や預金等の管理が適切に行われているかなどを主眼に実施した。 

具体的には、監査対象団体が決算関係書類等で報告している資産等のうち、特に現金

預金や有価証券などの資産の実在性を確認するため、財務諸表、関係諸帳簿、証憑書類

等に加えて、預金等の種類や保管現金等の状況、それらの管理状況等について事前調査

票の提出を求め、これらに基づいて、実地にて現物との照合を確認するとともに、現金

等の保管状況や出納事務等に関する内部統制について、関係職員から説明を聴取するな

どの方法により実施した。 

また、公益財団法人周南市ふるさと振興財団の不祥事事案は、関連団体から受託して

いる経理事務に係るものであったことから、各監査対象団体が関係団体の経理事務等を

受託している場合についても、当該関係団体の協力を得て、その現金預金等の実在性や

管理等について確認するとともに、市の使用料等の徴収事務を受託している場合につい

ても、同様に監査した。 

なお、公益財団法人周南市文化振興財団に係る保管金等監査については、監査の実施

方針に基づき着手したところ、令和５年９月２３日に、当該財団から監査資料の一部に

捜査に支障をきたす内容が含まれていることから実査期日の延期についての申し出があ

り、何よりも全容解明が優先されるべきであると判断し、捜査に支障をきたす状況が解

消されるまで保管金等監査を中断することとした。 
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８ 保管金等監査の主な着眼点 

  監査の主な着眼点は次のとおりである。 

 ⑴ 前事業年度決算報告書に記載された預金、有価証券等の金額と預金通帳や残高証明

書等に記載された金額が一致しているか。 

 ⑵ 令和５年８月末日時点の月次試算表、総勘定元帳等に記載された預金、有価証券等

の金額と預金通帳や残高証明書等に記載された金額が一致しているか。 

 ⑶ 実査日における保管現金の金額と現金出納簿に記載された金額が一致しているか。 

 ⑷ 現金預金等に係る経理規程等の諸規程は整備されているか。また、それら諸規程に

基づいた事務が執行されているか。 

 ⑸ 関係諸帳簿に記載された金額と現金預金の現在高の照合が定期的に適正な方法で行

われているか。 

 ⑹ 現金や預金通帳、銀行印等の保管、管理は適切に行われているか。 

⑺ 関係する団体の経理事務等を受託している場合、当該団体の現金預金等の管理が適

正に行われているか。 

 ⑻ 市の使用料の徴収事務等を受託している場合、徴収等をした現金等の管理が適正に

行われているか。 

 

９ 保管金等監査の結果 

保管金等監査を完了した９団体について、いずれの団体においても、前事業年度（前

期）の決算報告書及び令和５年８月末日時点における財務諸表や関係諸帳簿等に記載の

預金等の資産が、預金通帳や残高証明書等に記載された金額と、次に述べる事項を除い

て一致し実在していることを確認した。 

現金や預金等の管理に関する事務については、次に述べる事項を除いておおむね適正

に行われていた。なお、軽微な事項については、別途指導した。 

また、一部の団体で受託されている関係団体の経理事務及び市歳入の徴収事務に係る

現金等の管理については、適正に行われていた。 
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≪参考≫ 市長作成の令和５年１０月２０日付け周財第１５０号の「調査結果報告書」（抜粋）  

 

 

 

調査結果報告書 

 

１ 調査の目的 

本市の出資団体、財政援助団体及び公の施設の指定管理者で、第４次周南市外郭団体

等改革方針の対象団体である公益財団法人周南市文化振興財団及び公益財団法人周南市

ふるさと振興財団において、いずれも現金、預金等に係る事務についての不祥事が相次

いで発覚したことから、各団体内の出納事務の執行状況、内部統制等の実態を把握し、

必要な改善指導等を講ずることで、同様の事案の発生を防止し、事務等の一層の適正化

を図る必要があるため、令和５年７月２０日付け周財第９９号により監査委員に対して

第４次周南市外郭団体等改革方針の対象１２団体に公立大学法人周南公立大学を加えた

１３団体に関する地方自治法第１９９条第７項の規定に基づく財政援助団体等監査を要

求したところである。 

ただし、公益財団法人周南市体育協会、社会福祉法人周南市社会福祉協議会及び社会

福祉法人周南市社会福祉事業団の３団体については、市が資本金等の４分の１以上を出

資していないため、出納事務全般に係る監査委員の監査権限はないものと解されること

から、各団体の協力のもと、外郭団体等の適正な事業運営に基づく経営健全化と適切な

活用による持続可能で安定的な公共サービスの提供の両立を図るために行う指導・助言・

調整等の一環として、市が現金預金の管理等に関する事務の調査を行うこととした。 

 

２ 調査の対象 

公益財団法人周南市体育協会、社会福祉法人周南市社会福祉協議会及び社会福祉法人

周南市社会福祉事業団に関する前事業年度末及び令和５年８月末日時点の預金等の実在

性と現金を含めた管理体制 

 

３ 調査期間 

令和５年９月７日から１０月２０日まで 

 

４ 調査実施内容及び主な着眼点 

監査委員が行う１０団体に対する現金、預金等を中心とした資産の実在性や管理体制

等について、その実態を把握するための実査である保管金等監査の手法及び主な着眼点

を準用して実査（以下「保管金等調査」という。）を行うこととした。 

なお、監査委員が行う保管金等監査と統一した方針と深度の下で調査するために、財

政部財政課、こども・福祉部指導監査室及び監査委員事務局の職員からなる外郭団体保

管金等監査室を財政部財政課に設置し、同室職員による保管金等調査を実施することと

した。 
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５ 調査結果 

保管金等調査を完了した３団体について、いずれの団体においても、前事業年度の決

算報告書及び令和５年８月末日時点における財務諸表や関係諸帳簿等に記載の預金等の

資産が、預金通帳や残高証明書等に記載された金額と一致し、実在していることを確認

した。 

現金や預金等の管理に関する事務については、適正に行われていた。なお、軽微な事

項については、別途指導した。 

また、受託されている関係団体の経理事務及び市歳入の徴収事務に係る現金等の管理

については、適正に行われていた。 

詳細な調査結果については、次のとおりである。 

 

⑴ 公益財団法人周南市体育協会 

  令和５年１０月２日に実査を行い、前事業年度末（令和５年３月末日）及び令和５

年８月末日時点の財務諸表や関係諸帳簿等に記載された預金等の金額と同時点の預金

通帳や残高証明書等に記載された金額が、次のとおり一致していることを確認した。 

  ① 前事業年度末（令和５年３月末日）の状況 
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② 令和５年８月末日の状況 

   
③ 受託事務（関係団体の経理事務及び市歳入の徴収事務）の状況 

  受託されている周南市スポーツ少年団本部及び周南市スポーツ少年団指導者協議

会の経理事務並びに周南市体育施設、周南市鹿野山村広場・鹿野ふれあいひろば及

び周南市学び・交流プラザの使用料の徴収事務に係る現金等の管理について、適正

であることを確認した。 
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⑵ 社会福祉法人周南市社会福祉協議会 

  令和５年１０月４日及び５日に実査を行い、前事業年度末（令和５年３月末日）及

び令和５年８月末日時点の財務諸表や関係諸帳簿等に記載された預金等の金額と同時

点の預金通帳や残高証明書等に記載された金額が、次のとおり一致していることを確

認した。 

  ① 前事業年度末（令和５年３月末日）の状況 
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② 令和５年８月末日の状況 

   

③ 受託事務（関係団体の経理事務及び市歳入の徴収事務）の状況 

  受託されている社会福祉法人山口県共同募金会周南市共同募金委員会、周南市社

会福祉法人地域公益活動推進協議会、富田東地区社会福祉協議会、福川地区社会福

祉協議会及び鹿野地区社会福祉協議会の経理事務並びに周南市新南陽総合福祉セン

ター使用料の徴収事務に係る現金等の管理について、適正であることを確認した。 

  


